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株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、ここに第61期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）の
事業の概況についてご報告申し上げます。

2026年６月

代表取締役社長

金 原 秀 樹

事業概況

 事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境
の改善などにより景気は緩やかな持ち直しの動きが見
られる一方で、米国の通商政策の影響による景気下振
れ懸念に加え、中東情勢によるエネルギー問題や日中
関係の不安定化などによる影響の懸念等もあり、景気

の先行きは依然として不透明な状況にあります。物流
業界におきましては、燃料費の高止まりや、乗務員の
時間外労働の上限規制の強化などにより従前どおりの
運行が難しくなるなど、経営環境は厳しい状況が続い
ております。

■ 営業収益 ■ 経常利益
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■ 事業部門別のハイライト

事業・部門
営業収益

金額
（百万円）

前期比
（％）

構成比
（％）

物流事業 49,776 102.7 99.7

輸送部門 36,749 102.1 73.6

倉庫部門 13,027 104.4 26.1

その他
（不動産事業等） 170 116.1 0.3

　このような状況のもと、当社グループにおきましては、
インターネット通販向け輸送業務が伸び悩んだものの、
一般貨物の取扱拡大に努めたこと、輸送用機器向けの
部品の取扱が増加したことなどから当事業年度の営業
収益（売上高）は499億47百万円（前期比2.7％増）と
なりました。
　利益面におきましては、人件費及び外注費増加分の
転嫁が進捗せず、営業利益は31億８百万円（前期比
4.1％減）、経常利益は31億９百万円（前期比6.1％減）、
親会社株主に帰属する当期純利益は22億57百万円（前
期比5.5％減）となりました。
　部門別の営業収益の状況は次のとおりです。
　物流事業の営業収益は497億76百万円（前期比2.7％
増）となりました。その内訳は、輸送部門が367億49
百万円（前期比2.1％増）、倉庫部門が130億27百万円

（前期比4.4％増）となりました。
　その他（不動産事業等）は１億70百万円（前期比
16.1％増）となりました。

■ 親会社株主に帰属する当期純利益 ■ １株当たり当期純利益
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2026年３月期
（第61期）目標

2026年３月期
（第61期）実績 達成率

営業収益 52,200 49,947 95.7％
営業利益 3,650 3,108 85.2％

事業投資額
（期間累計額） 9,000 7,860 87.3％

ROE
（自己資本利益率） 8％以上 9.4％ 達 成

配当性向 30％以上 31.8％ 達 成

2031年３月期（計画最終年度）
営業収益 61,000
営業利益 4,000

事業投資額（期間累計額） 33,000
ROE（自己資本利益率） 8％以上

配当性向 30％以上

（単位：百万円）

（単位：百万円）

 中期経営計画の達成度

 新中期経営計画（2027年３月期から2031年３月期まで）

　中期経営計画最終年度の第61期は、営業収益、営業
利益、事業投資額ともに目標を下回りましたが、ROE

（自己資本利益率）、配当性向は目標を達成しました。

　新中期経営計画の2030年度までの５年間に人的資本
価値を高める投資やDXを推進し、外部環境の変化に対
応できる企業を目指すとともに、資本コストや株価を
意識した経営を実現し、さらなる企業価値向上に努め
てまいります。
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連結財務諸表

流動負債
8,782
固定負債
8,091

流動負債②
7,049
固定負債
7,991

固定資産
26,951

有形固定資産
24,841
無形固定資産
1,769
投資その他の資産
1,894

流動資産
13,126

株主資本
23,063

その他の包括利益累計額
140

株主資本
24,605
その他の包括利益累計額
117

無形固定資産
1,054

有形固定資産
23,972

投資その他の資産
1,925

負債
16,873

純資産
23,204

総資産
40,078

負債及び
純資産
40,078

固定資産
28,504

流動資産①
11,259

総資産
39,764

負債
15,041

純資産
24,722

負債及び
純資産
39,764

前期末
2025年３月31日

当期末
2026年３月31日

前期末
2025年３月31日

当期末
2026年３月31日

連結貸借対照表

Point ❸　営業収益

Point ❹　営業利益

Point ❶　流動資産

　現金及び預金が減少したことにより18億67百万円減少し
ました。

　インターネット通販向け輸送業務が伸び悩んだものの、一
般貨物の取扱拡大に努めたこと、輸送用機器向けの部品の取
扱が増加したことなどにより13億15百万円増加しました。

　人件費及び外注費増加分の転嫁が進捗しなかったことなど
により１億31百万円減少しました。

Point ❷　流動負債

　未払金が２億49百万円増加したものの、短期借入金が11
億58百万円、未払法人税等が２億40百万円、設備関係電子
記録債務が98百万円、未払消費税等が５億８百万円減少した
ことにより17億32百万円減少しました。

（単位：百万円）
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遠州トラック　IR詳細情報は 検索

連結キャッシュ・フロー計算書

2025年４月１日から2026年３月31日まで

営業活動による
キャッシュ・フロー
2,745

投資活動による
キャッシュ・フロー
△2,517

現金及び
現金同等物の
期首残高
7,400

現金及び
現金同等物の
期末残高
5,528

財務活動による
キャッシュ・フロー
△2,100

総資産・純資産・自己資本比率

2024年
３月期

35,812

20,148

39,304

21,536

2023年
３月期

2025年
３月期

40,078

23,204

2026年
３月期

39,764

24,722
56.3％ 54.8％ 57.9％

62.2％

■ 総資産（単位：百万円）　 ■ 純資産（単位：百万円）　  自己資本比率

（単位：百万円）

営業利益④
3,108

経常利益
3,109

税金等
調整前
当期
純利益
3,149

親会社株主
に帰属する
当期純利益
2,257

営業原価
45,554

営業外費用
81 法人税等

891

特別損失
17

営業外収益
83

特別利益
56

営業総利益
4,392

販売費及び
一般管理費
1,284

営業
収益
48,631

営業
利益
3,239

経常
利益
3,312

税金等
調整前
当期
純利益
3,345

親会社株主
に帰属する
当期純利益
2,390

営業収益③
49,947

当期
（2025年４月１日～2026年３月31日）

前期
（2024年４月１日～2025年３月31日）

連結損益計算書 （単位：百万円）
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　遠州トラックグループは、2026年度を初年度として2030年度を最終年度とする新たな中期経営計画を策定しました。計画
実現に向けた戦略として、①新しい物流サービスに挑戦し、事業領域を拡大する（中継輸送ネットワークの拡充（東北～九州）、
EC物流（インターネット上の電子商取引）の拡大、共同配送網の拡充、協
力会社ネットワークの拡充、調達物流の進化、最適な物流サービスの提供
に向けた物流拠点の新設）、②事業戦略の推進のための投資を行う（先端技
術の積極的な導入によるDXの推進）、③人的資本価値を高める投資を行う

（従業員の処遇と職場環境を改善することで多様な人材を確保、従業員の健
康保持・増進への取り組み）、④コンプライアンスを遵守し、コーポレート
ガバナンスの強化を進める、⑤地球にやさしい物流に取り組む（CO２削減
を目指した中継輸送、共同配送、調達物流の最適化、モーダルシフト等の
推進）といった５つの事業戦略を掲げ、計画最終年度となる2030年度には、
グループ全体で610億円の営業収益、40億円の営業利益を目指します。

　当社のグループ会社である株式会社藤友物流サービスにおいて、新たな
冷蔵倉庫「白鳥西チルドセンター」が稼働を開始いたしました。白鳥西 
チルドセンターは＋10℃以下の冷蔵商品を主に取り扱う冷蔵倉庫で、 
東名浜松ICから1.5kmに位置し、同ICは東京から約240㎞、大阪へ約263
㎞と、関東～関西のほぼ中間地点に位置します。
　当社グループは、白鳥西チルドセンターをコールドチェーンの主要拠点
として、また、関東関西をつなぐ重要な中継輸送拠点として位置付け、今
後も環境配慮やBCP強化にも取り組み、持続可能な物流体制の構築を進め
てまいります。

【施設概要】
名 称 株式会社藤友物流サービス 白鳥西チルドセンター 管 理 可 能 温 度 ０℃ ～ ５℃
所 在 地 静岡県浜松市中央区白鳥町621 接車可能バース ８バース
電 話 （053）421-5516　FAX （053）421-3446 太 陽 光 パ ネ ル 324kW
施 設 倉庫棟 延床面積2,645.62㎡（800.30坪）

（鉄骨造平屋）保管面積2,403.12㎡（726.94坪）
事 務 所 棟 （鉄骨造２階建て）延床面積289.8㎡（87.66坪）

新中期経営計画（2026～2030年度）を策定しました

株式会社藤友物流サービスの新冷蔵倉庫が稼働

トピックス
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会社概要 ■ 大株主
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

株式会社住友倉庫 4,527 60.6

澤田邦彦 219 2.9

遠州トラック従業員持株会 178 2.4

株式会社商工組合中央金庫 169 2.3

有限会社スリーナイン 131 1.8

日本生命保険相互会社 100 1.3

株式会社静岡銀行 87 1.2

株式会社三井住友銀行 85 1.1

MSIP CLIENT SECURITIES 64 0.9

静岡県信用農業協同組合連合会 60 0.8
（注）持株比率は自己株式（72,469株）を控除して計算しております。

株式データ

役員（2026年６月24日現在）

ウェブサイトのご案内
　当社のウェブサイトでは、
IR情 報 を は じ め、「 事 業・
サービスのご案内」など様々
な情報を掲載しております。
　ぜひご覧ください。

遠州トラック 検索

■ 所有者別の分布状況＜株式数＞

その他国内法人
4,780千株
（63.3％）

個人・その他
1,962千株
（26.0％）

金融機関
589千株
（7.8％）

外国法人等
139千株
（1.9％）

証券会社
76千株
（1.0％）

https://www.enshu-truck.co.jp/

■ 株式の状況

設 立 1965年８月
資 本 金 1,284,300,000円
本 社 静岡県袋井市木原22番地の１
従 業 員 数 1,122名（単体）

1,378名（連結）
事 業 内 容 ①一般貨物自動車運送事業

②貨物利用運送事業
③倉庫業
④不動産売買、仲介および賃貸業
⑤自動車整備事業
⑥上記各号に附帯する一切の業務 他

主 要 な 事 業 所 本社事業部　　静岡県袋井市木原18番地の１
西日本事業部　浜松市中央区湖東町5720番地
関東事業部　　東京都港区芝一丁目12番７号

連 結 子 会 社 株式会社藤友物流サービス（本社　浜松市中央区）
遠州トラック関西株式会社（本社　大阪府摂津市）
小 笠 運 送 株 式 会 社（本社　静岡県菊川市）

代 表 取 締 役 会 長 澤 田 邦 彦
代 表 取 締 役 社 長 金 原 秀 樹
取 締 役 久 保 田 健
取 締 役 斉 藤 　 薫
取 締 役 山 本 正 幸
常 勤 監 査 役 佐 野 明 人
監 査 役 荒 川 昌 也
監 査 役 小 林 　 充
監 査 役 嶋 　 口 　 ゆ か り

（注）１．取締役　斉藤薫、山本正幸の両氏は社外取締役です。
２．監査役　小林充、嶋口ゆかりの両氏は社外監査役です。

発行可能株式総数 17,600,000株
発行済株式の総数 7,546,000株
株 主 数 7,409名

会社情報・株式データ（2026年３月31日現在）
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〒437-0046
静岡県袋井市木原22番地の１
TEL 0538-42-1111（代）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

遠州トラック株式会社

株主様ご優待制度

　毎年３月31日現在当社株式をご所有の株主様に対し、優待品を贈呈いたして
おります。本年は下記の基準により、いずれかおひとつの優待品をお選びいただ
けます。ご指定のない場合は、クオカードとさせていただきます。

株式数 優　　　待　　　品
500～999株 ・クオカード（2,000円分）

1,000～1,999株 ・クオカード（4,000円分） ・静岡産煎茶２缶
・クラウンメロン２個 ・治郎柿１箱（15個）

2,000～4,999株
・クオカード（6,000円分） ・静岡産上煎茶２缶
・クラウンメロン３個 ・治郎柿２箱（30個）
・ふくろい遠州の花火入場券２枚

5,000株以上
・クオカード（10,000円分） ・静岡産特上煎茶２缶
・クラウンメロン４個 ・治郎柿３箱（45個）
・ふくろい遠州の花火入場券４枚
・クラウンメロン２個とふくろい遠州の花火入場券２枚 クラウンメロンふくろい遠州の花火

静岡産煎茶

株主メモ

■ 株式に関する住所変更等のお手続について
　証券会社に口座を開設されている株主様はお取引の証券会社に、証券
会社に口座を開設されていない株主様は上記の三井住友信託銀行株式会
社（電話照会先）にご連絡ください。

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年６月開催

基 準 日 定時株主総会　３月31日
期末配当金　　３月31日
中間配当金　　９月30日
その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めた日

株主名簿管理人及び
特 別 口 座 管 理 機 関

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人
事 務 取 扱 場 所
（ 郵 便 物 送 付 先 ）

（ 電 話 照 会 先 ）

（ウェブサイトUR L）

名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
フリーダイヤル 0120-782-031
受付時間９：00～17：00

（土・日・祝日および12/31～１/３を除く）
https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法 電子公告
当社の下記ウェブサイトに掲載します。
https://www.enshu-truck.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所
（スタンダード市場 証券コード 9057）


